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■ 修士論文要旨
リース取引の会計処理に関する一考察
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しつつ慎重に行うことが肝要だと考えられる｡
本論文は､三部から構成されている｡第一部で
は､リースの基礎として､リースの仕組み､リー
スの論理と制度化等について詳述した｡特にリー
ス資本化を中心として3つの理論について比較と
考察した｡そして､アメリカのリース会計制度に
ついて検討することとする.ここで､リース取引
の発展に合わせて最も早くからリース会計の課題
に取組み､FASBは財務会計基準書第13号 ｢リー
スの会計処理｣(以下､｢SFAS13｣という)を中
心に考察を行った｡
第二部では､リース会計基準の発展について日
本におけるリース会計の課題を明らかにし､日本
リース会計基準と国際会計基準とのギャップを探
求した｡日本特有な賃貸借処理の容認にあるリー
ス会計は形式的にはグローバル ･スタンダードに
対応した基準であるが､その実態は乗離した処理
が行われている｡国際会計基準には存在しない所
有権移転外ファイナンス ･リース取引を登場させ
ることになり､｢意見書｣｢実務指針｣は極めて国
際的不調和になっている｡現行リース会計基準を
存続すべきかどうかについて論述した｡
そして､G4+1ポジション･ペーパーについて
G4+1報告書の内容と特徴を取り上げた｡G4+1は
｢使用権｣概念を使い､すべてのリース取引の資
本化処理を求めている｡スペシャル ･ペーパーは
概念フレームワークとの整合性に基づいて､リー
ス契約の資産性 ･負債性を説明している｡この論
理はリスク･経済価値アプローチに対して､資産･
負債アプローチ呼ぶことができる｡それによれば､
専断的な規準でファイナンス ･リースとオペレー
ティング･リースに分類することなく､全てのリー
ス契約に対する処理が統一的で簡潔なものとなる.
すなわち､1年超の解約不能なリース契約は､す
べてオン･バランス化すべきであると結論付けら
れるのである｡現行基準と違いでいえば､フルペ
イアウト要件を撤廃し､中途解約不能要件に一本
化する提案を行ったのである｡
第三部ではリース会計の新たな展開について日
本リース会計基準の方向および動向 ･課題を述べ
た｡日本リース会計は形式面では､アメリカ基準
への準拠性が見られるが､リ-ス産業を取り巻く
環境やリ-ス取引の実態の相違､さらには税法主
導 ･トライアングル体制といった日本独特の制度
的規制のために､実態面でいくつかの重要な相違
点が見られた｡実務における開示実態が注目され
ていたが､資本化処理が有効に機能せず､例外的
処理である賃貸借処理が原則化している状況で
あった｡その上で､日本リース会計基準の実効性
を高めるためにはどのような方向性を視野に入れ
るべきかについて検討した｡
リ-ス会計は今､ポジションペーパーによって
フレームワークそのものを揺るがす変革期には
いっている｡日本のリース会計基準は今までの脚
注による資本化情報の開示基準から米国型の資本
化基準へと移行してくと予想される｡このことは､
日本のリース会計基準があらゆる面で国際会計基
準と同一である必要性を意味しているわけではな
い｡しかし､今後の日本は国際的な会計基準設定
の場において大きな役割と責任を負うことになる
し､国内会計基準においても国際的な信頼を得る
べき基準の設定を求められることとなる｡リ-ス
会計の今後の動向に注目したい｡
